
平成 18 年３月期 第３四半期業績の概況（連結）           
平成 18年２月 13日 

上 場 会 社 名  川田工業 株式会社        （コード番号：5931東証・大証 第１部） 
（ＵＲＬ http://www.kawada.co.jp/ ） 

代 表 者  取締役社長     川田 忠裕 

問合せ先責任者  常務取締役経理部長 渡邉  敏    （ＴＥＬ：03-3915-4325） 

 

１． 平成１８年３月期の業績予想（平成 17 年４月１日 ～ 平成 18 年３月 31日） 

（１）連結業績予想 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。 

 売上高 

平成 18 年３月期予想 104,000百万円    △1.4％ 

平成 17 年３月期実績 105,485           △3.6 

(注)パーセント表示は、前年同期比増減率 

 

（２）個別業績予想 

 売上高 受注高 

平成 18 年３月期予想 74,000百万円      0.9％ 65,000百万円   △16.7％ 

平成 17 年３月期実績 73,324             1.9 78,044            10.1 

(注)パーセント表示は、前年同期比増減率 

 

[連結・個別業績予想に関する定性的情報等] 

 売上高・受注高につきましては連結・個別とも平成17年11月21日の中間決算発表時に公表した業績予想

数値に変更ありません。 

ただし、独占禁止法違反に対する課徴金等が発生した場合には、通期業績に影響を与えることが予想されま

す。影響額等につきましては判明次第、改めてお知らせいたします。 

 

２． 平成１８年３月期第３四半期業績の概況（平成 17 年４月１日 ～ 平成 17 年 12 月 31 日） 

（１）個別受注実績 

 受注高 

平成 18 年３月期第３四半期 45,090百万円       △6.5％ 

平成 17 年３月期第３四半期 48,240                1.9 

(注)①受注高は、当該四半期までの累計額 

②パーセント表示は、前年同四半期比増減率 

 

 

 

 

 

 



(参考)受注実績内訳                             (単位：百万円) 

区 分 
平成 18 年３月期 

第３四半期 

平成 17 年３月期 

第３四半期 
比 較 増 減 増減率 

官 公 庁 355（  0.8%） 9,966（ 20.7%） △ 9,610   △ 96.4 % 

民 間 4,799（ 10.6 ） 2,371（  4.9 ） 2,428  102.4 
橋

梁 
計 5,155（ 11.4 ） 12,337（ 25.6 ） △ 7,182 △ 58.2 

官 公 庁 45（ 0.1  ） 120（  0.2 ） △ 75 △ 62.4 

民 間 18,152（ 40.3 ） 20,531（ 42.6 ） △ 2,378 △ 11.6 
鉄

骨 
計 18,198（ 40.4 ） 20,652（ 42.8 ） △ 2,453 △ 11.9 

官 公 庁 365（  0.8 ） 707（  1.5 ） △ 342 △ 48.4 

民 間 20,236（ 44.9 ） 13,768（ 28.5 ） 6,467 47.0 
建

築 
計 20,601（ 45.7 ） 14,476（ 30.0 ） 6,124 42.3 

官 公 庁 5（  0.0 ） 17（  0.0 ） △ 12 △ 71.6 

民 間 1,130（ 2.5 ） 755（  1.6 ） 375 49.7 

そ

の

他 計 1,135（  2.5 ） 773（  1.6 ） 362 46.9 

官 公 庁 771（  1.7 ） 10,812（ 22.4 ） △ 10,041 △ 92.9 

民 間 44,319（ 98.3 ） 37,427（ 77.6 ） 6,891 18.4 
合

計 
計 45,090（100.0 ） 48,240（100.0 ） △ 3,149 △ 6.5 

(注)（ ）内のパーセント表示は、構成比率 

 

  [個別受注実績に関する定性的情報等] 

当該四半期の個別受注実績は、指名停止期間中のため、橋梁部門の受注増加は望めない状況が続

いているものの、景気回復の安堵感から民間企業が積極的に設備投資を増大する傾向にあり、建築

部門の 20,236 百万円（前年同期比 47.0%増）を始めとする民間工事の受注が好調を維持し、全体

では 45,090百万円（前年同期比 6.5%減）となっています。 

 

（２）当該四半期において企業集団の財政状態及び経営成績に重要な影響を与えた事象 

平成 17年 9月 29日付けで、公正取引委員会から排除勧告を受け、平成 17年 10月７日にこれを

応諾したことによる課徴金等の発生が見込まれますが、現時点では金額が不明なため業績予想には反

映していません。確定次第、お知らせいたします。 

 

  以 上 


